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創価大学履修規程 

（目的） 

第１条 この規程は、創価大学学則第11条、第11条の２、第16条および第17条の規定に基づき、履修

方法等に関して必要な事項を定める。 

（履修登録の手続） 

第２条 授業科目の単位を修得するためには、各学期の履修登録期間内に、履修を希望する科目を登

録しなければならない。 

２ 履修登録の結果は、学生本人が確認しなければならない。 

（履修登録の修正） 

第３条 前条の規定により履修登録した授業科目（以下、履修科目という。）の変更を希望する場合

は、各学期の履修登録修正期間内に、変更を希望する科目を登録しなければならない。 

２ 前項に定める履修登録の修正結果については、学生本人が確認しなければならない。 

（履修科目の取消し） 

第４条 履修科目は、定められた期間内に、所定の手続により、履修登録を取消すことができる。 

２ 履修取消しのできる期間は、春学期・秋学期ともに中間試験期間の最終日までとする。 

３ 履修取消期間を過ぎた場合及びターム科目は、履修科目の取消しはできない。ただし、学生が所

属する学部の学部長が正当な理由があると認めた場合は、履修科目の取消しを認める。 

４ 履修科目の取消しは、学生本人が行わなければならない。 

（履修登録単位数の上限） 

第５条 学則第11条の２第３項による各学期に履修登録ができる単位数の上限は、別表第１のとおり

とする。 
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２ 特設課程科目は、教育学部を除き、履修制限の対象としない。特設課程以外で履修制限の対象と

しない科目は、別表第１のとおりとする。 

３ ショートタームに実施する科目は、履修制限の対象から外すことができる。 

（授業科目の再履修） 

第６条 授業科目の再履修は、単位を修得した場合を含めてすべての科目について認める。ただし、

定員制の科目など学部教授会または学士課程教育機構運営委員会が必要と認めた科目については、

合格科目の再履修を制限することがある。またＰ評価及びＲ評価の合格科目は再履修をすることは

できない。 

２ 再履修する授業科目の成績評価は、再履修して修得する成績評価が最終の評価となる。単位を修

得した授業科目を再履修して、単位が未修得になった場合は、過去に修得した単位は取り消す。 

（成績評価及びＧＰＡ） 

第７条 学業成績を総合的に判断する指標として、ＧＰＡ（Ｇｒａｄｅ Ｐｏｉｎｔ Ａｖｅｒａｇ

ｅ）を用いる。 

２ ＧＰＡは、学生の各履修科目の成績評点に、その科目の単位数を掛けた数値の合計を、履修科目

の総単位数で除して算出し、小数点以下第３位以下は切り捨てる。 

３ 学則第16条に基づき、成績評価に対する成績評点及び評価換算基準は、次の表のとおりとする。 

成績評価 成績評点 評価換算基準 
単位認定

可否 
内容 

Ａ＋ 4.0 100点～95点 合格 特に優れている 

Ａ 4.0 94点～90点 優れている 

Ａ－ 3.7 89点～85点

Ｂ＋ 3.3 84点～80点 良好 

Ｂ 3.0 79点～75点

Ｂ－ 2.7 74点～70点

Ｃ＋ 2.3 69点～65点 科目の要求を一応満たしている 

Ｃ 2.0 64点～60点

Ｄ＋ 1.7 59点～55点 望ましい水準には不十分だが不合格ではない 

Ｄ 1.3 54点～50点

Ｅ＋ 1.0 49点～45点 不合格 合格水準に近いが満たしていない 

Ｅ ０ 44点以下 合格の水準を満たさない 

Ｎ ０ 評価不能  

Ｐ － 合格 合格  

Ｆ － 不合格 不合格  

Ｒ － 認定 合格  

Ｉ － 評価保留   

備考 

授業時数の３分の１を超えて欠席した場合はＮ評価とする。また、定期試験を受けなかっ

た、レポートを提出しなかったなど成績評価をすることが不可能な場合はＮ評価を付けること

ができるものとする。 

４ 学則第16条に定めるＰ及びＦの成績評価は、科目毎に設けられる合格基準に達した場合をＰとし、

達しなかった場合はＦとする。 

５ 学則第16条に定めるＲの成績評価は、本学以外で修得した単位を、本学において修得したものと

みなし、単位を認定する場合の評価とする。 

６ 学則第16条に定めるＩ（インコンプリート）の成績評価は、授業期間中の履修取消期間以降にお

いて、学生が病気、ケガ、災害、留学（本学が正式に派遣等を行う場合に限る）または、教務部長

が認めるやむをえない事情により、単位修得条件のいずれかの点を満たすことができない状況にな

った時に、学生からの申請等により、授業担当教員が学期末まで成績評価の確定を保留する場合の

評価とする。 
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７ Ｉ評価については、以下のとおり運用を行う。 

(１) 学生は前項の事由等により、履修の継続が難しい状況になった場合で、それまでの出席が３

分の２を超えている場合は、教務課に理由を示す証拠書類等を提出し、許可を受けてインコンプ

リート申請書を受け取る。 

(２) 学生は申請書を原則最終授業までに授業担当教員に提出し相談する。授業担当教員は当該学

生の学習状況等を考慮して対応を判断するものとする。 

(３) 成績保留を行うことを決めた授業担当教員は、当該学生に対し単位修得のために必要な課題

等（課題、試験など）の措置を講じ、学生は指定された期限までに与えられた課題等を行わなけ

ればならない。 

(４) 成績保留を行った授業担当教員は、当該学期末（卒業にかかわる場合は卒業判定前）までに

「最終評価届」を教務課に提出するものとする。なお、学期末までに提出がなかった場合は、Ｉ

評価を抹消し、ＮまたはＦ評価に変更する。 

(５) 第１号、第２号及び前項にかかわらず、学生からの申請等がない場合でも、授業担当教員、

学部長または学士課程機構長からの申請により教務部長がやむを得ない事情があると認めた場合

は、授業担当教員は成績保留を行うことができるものとする。 

(６) 第４号にかかわらず、教務部長がやむを得ない事情があると認めた場合は、「最終評価届」

の提出期限を学期末を越えて延長することができるものとする。 

８ Ｐ、Ｆ、Ｉ及びＲ評価については、ＧＰＡの算出対象としない。 

９ 再履修する授業科目のＧＰＡの計算は、再履修して修得した成績（成績評価と単位数）で計算す

る。再履修前の成績（成績評価と単位数）は、ＧＰＡの計算に含めない。 

10 成績評価については、Ａ＋評価の上限を全履修者の５％程度とし、Ａ＋評価、Ａ評価及びＡ－評

価の合計の上限は、全履修者の25％程度とする。但し、専門科目については、各学部教授会で検討

し、全学教務委員会の審議により、共通科目については、学士課程教育機構運営委員会の審議によ

り、認められた授業科目はこの限りでない。 

11 前号但し書きの授業科目を除き、全履修者の成績評価の割合を、Ａ＋評価10％以上またはＡ＋評

価からＡ－評価35％以上とする場合、授業担当教員は、理由を専門科目は学部長を経て学部教授会

及び全学教務委員会に、共通科目は学士課程機構長を経て、学士課程教育機構運営委員会に報告し

なければならない。ただし、履修者が20名以下の科目は免除する。 

12 前号において報告を除外された科目についても、授業担当教員は、厳格かつ適正な成績評価に努

めなければならない。 

13 学長、副学長、学部長、副学部長、学士課程教育機構長及び教務部長は、著しく評価が高いまた

は著しく評価が低い成績評価が継続している科目については、授業担当教員に理由の説明を求め、

改善の必要があると判断した場合は、改善を求めることができる。 

（成績通知） 

第８条 成績通知書には、Ａ＋、Ａ、Ａ－、Ｂ＋、Ｂ、Ｂ－、Ｃ＋、Ｃ、Ｄ＋、Ｄ、Ｅ＋Ｅ、Ｉ、Ｎ、

Ｐ、ＦまたはＲの評価を記載する。 

２ 本学以外で使用するために発行される成績証明書には、Ａ＋、Ａ、Ａ－、Ｂ＋、Ｂ、Ｂ－、Ｃ＋、

Ｃ、Ｄ＋、Ｄ、ＰまたはＲの評価を記載する。 

（成績優秀者） 

第９条 学則第11条の２第４項に定める学生（成績優秀者）については、学部・学科の定めるところ

により修得単位数とＧＰＡにより決定し、その基準は、別表第１のとおりとする。なお、休学後に

復学した場合については、休学する直前の学期の成績を基準とする。 

２ 成績優秀者の履修制限緩和については、別表第１のとおりとする。 

（学業指導及び退学勧告） 

第10条 毎学期、成績評価が決定した時点で当該学期のＧＰＡが２未満の場合は、指導教員による面

談を行い、指導教員は学部長に指導報告書を提出する。 

２ ＧＰＡが２期連続して２未満の場合は、保護者に通知する。前項に定める指導教員による面談等

を行うほか、保護者の希望があれば指導教員は面談を行う。 

３ ＧＰＡが３期連続して２未満の場合または累計で４期以上２未満の場合は、学部長が面接を行い、

教授会の議を経て退学勧告を行う。ただし、学部長が面接し、学業継続の可能性があると認められ
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る場合は、教授会の議を経て退学勧告を保留することができる。 

４ 前３項の場合において、学部長は、学生の特別の事情を考慮し、相当と認めるときは、学業指導

及び退学勧告の対象から外すことができる。 

（卒業に必要な単位数） 

第11条 学則第11条に定める以外の卒業に必要な単位数は、以下に定める他、別表第２及び別表第３

のとおりとする。 

(１) 経済学部経済学科の学生は、選択したコースのコース指定科目から18単位以上の単位を修得

しなければならない。また、選択必修科目は、９つの各科目群から学則別表３で定める単位数を

修得しなければならない。 

(２) 経営学部経営学科の選択必修Ａ群は、５つの各科目群から学則別表第６で定める単位数を修

得しなければならない。 

(３) 法学部法律学科の学生は、次の通り単位を修得しなければならない。 

① 選択したコースのコース指定科目から16単位以上の単位を修得しなければならない。但し、

地球平和共生コースについては、学則別表第４に定めるＡＬＬ Ｅｎｇｌｉｓｈ科目を７単位

以上含まなければならない。 

② 学部基本科目については、Ａ群から10単位修得しなければならない。但しＥＭＰ生は、Ｂ群

から10単位修得しなければならない。 

③ 選択必修科目は４つの各科目群から学則別表第４に定める単位数を修得しなければならない。

なお、演習科目については、日本語科目または英語科目のどちらか一方の科目で６単位修得し

なければならない。 

(４) 文学部人間学科の学生は、アドヴァンスト科目選択必修科目について、６つの各科目群から

学則別表第５で指定された単位数を修得しなければならない。 

(５) 教育学部教育学科の専門選択科目には、他学科の専門科目が24単位まで算入される。児童教

育学科の専門選択科目には、他学科の専門科目が28単位まで算入される。 

(６) 教育学部児童教育学科の学生は、専門選択科目50単位の内、教科Ａ・Ｃ・Ｅ群の３つの科目

群から12単位以上、教科Ｂ・Ｄ群の２つの科目群から６単位以上の計18単位以上をＡからＥ群の

５つの各科目群から２単位以上を含んで修得しなければならない。 

(７) 国際教養学部国際教養学科の学生は、選択必修科目44単位以上の修得については、次の通り

指定された単位数を含んで修得しなければならない。 

① Ｑｕａｎｔｉｔａｔｉｖｅ ＆ Ｑｕａｌｉｔａｔｉｖｅ Ａｎａｌｙｓｉｓ 科目４単位

以上。 

② Ｌｅｖｅｌ 100－200科目16単位以上については、「歴史・社会・文化科目群」、「政治・

国際関係科目群」、「経済・経営科目群」３つの科目群から各４単位計12単位を含むこと。 

③ Ｌｅｖｅｌ 200科目４単位以上。 

④ Ｌｅｖｅｌ 300－400科目20単位以上については、「歴史・社会・文化科目群」、「政治・

国際関係科目群」、「経済・経営科目群」の３つの科目群から各４単位計12単位を含むこと。 

(８) 理工学部情報システム工学科の学生は、選択必修科目は、４つの各科目群から学則別表９で

定める単位数を修得しなければならない。 

(９) 理工学部共生創造理工学科の学生は、学則別表に定める専門導入科目から必修４単位、専門

基礎科目から必修13単位、選択必修科目Ａ群から４単位、Ｂ群から４単位、専門演習科目から必

修10単位、専門応用科目36単位修得しなければならない。但し、専門応用科目は、学則別表第10

に定める３つの領域から１つの領域を選択し、選択した領域の領域選択必修科目８単位、領域選

択科目14単位を含んで修得しなければならない。 

（卒業の認定） 

第12条 卒業の認定は、次の各号に掲げる要件のすべてに該当する場合に行う。 

(１) 本学に８セメスター以上在学していること。 

(２) 本学において定められた教育課程を修了し、学則第11条および前条に規定する単位を修得し

ていること。 

(３) 在学期間における通算ＧＰＡが２以上であること。 

２ 前項にかかわらず、本学に６セメスター以上在学した者で、学則第11条及び前条に規定する単位
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を優秀な成績で修得したと認められる場合には、卒業を認めることがある。 

３ 第１項第３号の要件のみを満たしていない者で、特別の事情があると認められる場合には、教授

会の議を経て、学長が卒業を認定することがある。 

４ 第１項により卒業を認定された者は、卒業を保留することはできない。但し、９月入学生（９月

再入学生を除く）で、春学期履修登録後、９月卒業見込み許可者が、９月卒業ではなく３月卒業を

希望する場合は、９月卒業延期希望申請書に理由を記載し提出する。学長が申請書の理由を、やむ

を得ない内容であると認めた場合は、翌セメスターの３月卒業を認め、９月卒業の延期を許可する。

卒業延期許可学生の秋学期学籍上の身分は、在学とする。 

５ 前項但し書きにより卒業延期を許可された者が、春学期の成績発表後、第１項のすべての要件を

満たせなかった場合は、許可した卒業延期を取り消す。 

（早期卒業） 

第13条 前条第２項で規定する早期卒業は、在学６セメスターまたは在学７セメスターで卒業するこ

とを表す。 

２ 早期卒業は、学部・学科が定めるところにより、修得単位数とＧＰＡにより決定し、その基準に

ついては、別表第１のとおりとする。 

３ 早期卒業対象者（早期卒業の基準を満たし、早期卒業の対象者に選ばれた者をいう。以下同じ。）

で早期卒業を希望するものは、定められた学期の履修登録時に卒業を希望する学期を登録しなけれ

ばならない。 

４ 早期卒業対象者で、早期卒業を希望しない場合は、卒業とはならない。 

５ 別表第１に定める、第４セメスター時の早期卒業基準について、修得単位数のみが基準を満たさ

ず、卒業判定時にすべての早期卒業基準を満たした学生が早期卒業を希望する場合は、第２項にか

かわらず、当該学生の所属学部長の具申により、学長は早期卒業を承認することができる。 

６ 編入学生及び転学部・転学科した学生は、早期卒業対象者になることはできない。 

（履修の要件・方法） 

第14条 学則第11条の２による履修方法の詳細は、以下のとおりとする。 

(１) 法学部の履修条件のある科目については次の表のとおりとする。 

履修条件がある科目 修得等が必要な科目 

卒業研究 演習Ⅳ（同時履修可） 

(２) 経営学部の履修条件のある科目については次の表のとおりとする。 

履修条件がある科目 修得等が必要な科目 

ミクロ経済学中級 

マクロ経済学中級 

経済学 

(３) 教育学部教育学科の「卒業研究Ⅱ」の履修要件は、通算ＧＰＡが３以上であること。それ以

外に履修条件のある科目については次の表のとおりとする。 

履修条件がある科目 修得等が必要な科目 

海外教育研修 教育原論 

卒業研究Ⅱ 卒業研究Ⅰ 

スタディー・リーダー基礎 初年次セミナー（共通科目） 

教育・学校心理学 心理学概論（同時履修可） 

発達心理学 教育・学校心理学または児童教育学科の教育心

理学 

ＩＣＴ活用教育の理論と方法Ⅱ ＩＣＴ活用教育の理論と方法Ⅰ 

ミュージアム・エデュケーションⅡ ミュージアム・エデュケーションⅠ 

教育カウンセリング 発達心理学 

学校体験活動Ⅰ（中） 学校研究（履修済みまたは同時履修可） 

学校体験活動Ⅱ（中） 学校研究（履修済みまたは同時履修可） 

学校体験活動Ⅲ（中） 学校研究（履修済みまたは同時履修可） 

学校体験活動Ⅳ（中） 学校研究（履修済みまたは同時履修可） 
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学校体験活動Ⅰ～Ⅳ（中） 教職課程に登録していること 

心理学実験（心理学実験法） 

知覚・認知心理学 

学習・言語心理学 

神経・生理心理学 

関係行政論 

感情・人格心理学 

社会・集団・家族心理学 

障害者・障害児心理学 

心理的アセスメント 

福祉心理学 

司法・犯罪心理学 

精神疾患とその治療 

心理学的支援法 

産業・組織心理学 

心理演習 

心理実習Ⅰ 

心理実験Ⅱ 

公認心理師養成課程に登録していること 

臨床心理学概論 発達心理学 

心理的アセスメント 発達心理学または児童教育学科の発達心理学 

心理学的支援法 臨床心理学概論 

社会教育実習 

社会教育演習Ⅰ 

社会教育演習Ⅱ 

社会教育主事課程に登録していること 

(４) 教育学部児童教育学科の「卒業研究Ⅱ」の履修要件は、通算ＧＰＡが３以上であること。そ

れ以外に履修条件のある科目については次の表のとおりとする。 

履修条件がある科目 修得等が必要な科目 

海外教育研修 教育原論 

卒業研究Ⅱ 卒業研究Ⅰ 

学校・教育心理学 

発達心理学 

心理学概論（同時履修可）または教育学科の心

理学概論（同時履修可） 

ＩＣＴ活用教育の理論と方法Ⅱ ＩＣＴ活用教育の理論と方法Ⅰ 

スタディー・リーダー基礎 初年次セミナー（共通科目） 

教育カウンセリング 発達心理学 

知的障害教育論Ⅰ 

視覚障害・聴覚障害者の心理・生理・病理 

視覚・聴覚障害教育論 

知的障害者の心理・生理・病理 

知的障害教育論Ⅱ 

肢体不自由教育論 

肢体不自由者の心理・生理・病理 

病弱者の心理・生理・病理 

発達障害者の心理・生理・病理 

知的障害者の心理特論 

教育実習（特別支援） 

特別支援免許課程に登録していること 

知的障害教育論Ⅱ 知的障害教育論Ⅰ 

ミュージアム・エデュケーションⅡ ミュージアム・エデュケーションⅠ 

学校体験活動Ⅰ（幼・小） 学校研究（履修済みまたは同時履修可） 

学校体験活動Ⅱ（幼・小） 学校研究（履修済みまたは同時履修可） 
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学校体験活動Ⅲ（幼・小） 学校研究（履修済みまたは同時履修可） 

学校体験活動Ⅳ（幼・小） 学校研究（履修済みまたは同時履修可） 

学校体験活動Ⅰ～Ⅳ（幼・小） 教職課程に登録していること 

(５) 理工学部情報システム工学科および理工学部共生創造理工学科の「卒業研究Ⅰ」の履修要件

は、卒業に必要な単位のうち合計100単位以上を修得していること。それ以外に履修条件のある科

目については次の表のとおりとする。 

学科 履修条件がある科目 修得が必要な科目 

情報システム

工 

演習Ⅱ 演習Ⅰ（同時履修可） 

ケーススタディⅡ ケーススタディⅠ 

卒業研究Ⅱ 卒業研究Ⅰ 

共生創造理工 演習Ⅱ 演習Ⅰ 

卒業演習Ⅱ 卒業演習Ⅰ（同時履修可） 

卒業研究Ⅱ 卒業研究Ⅰ 

(６) 看護学部看護学科の履修条件のある科目については次の表のとおりとする。 

履修条件がある科目 単位修得が必要または単位修得見込みの科目 

卒業研究 看護学研究方法論 

卒業論文 看護学研究方法論 

卒業研究 

看護実践統合演習 看護実践統合実習 

人間発達看護学実習 基盤看護学実習Ⅰ（対象理解） 

生涯発達看護学概論 

健康生活看護学概論Ⅰ（基本的概念） 

健康生活看護学概論Ⅱ（集団・予防） 

基盤看護学実習Ⅱ（看護過程の展開） 看護基礎理論Ⅰ（看護の理解と学修者） 

看護基礎理論Ⅱ（看護の機能と理論） 

フィジカルアセスメント 

看護過程演習Ⅰ（アセスメント） 

看護過程演習Ⅱ（計画・実施） 

基本看護技術Ⅰ（看護技術の基本） 

基本看護技術Ⅱ（活動と清潔） 

基本看護技術Ⅲ（食事と排泄） 

基本看護技術Ⅳ（臨床看護技術の基本） 

基本看護技術Ⅴ（与薬と検査） 

基盤看護学実習Ⅰ（対象理解） 

構造機能と生活Ⅰ（恒常性維持のための調節機構

と生活） 

構造機能と生活Ⅱ（日常動作を支える解剖生理と

生活） 

病態生理総論 

療養生活看護学実習Ⅰ（急性） 人間発達看護学実習 

基盤看護学実習Ⅱ（看護過程の展開） 

療養生活看護学概論 

療養生活看護論Ⅰ（急性回復期援助） 

療養生活看護論Ⅱ（急性回復期：看護過程・援助

技術） 

診断治療Ⅰ（主要な疾患の検査と治療） 

診断治療Ⅱ（内分泌・血液・運動機能疾患の検査

と治療） 

診断治療Ⅲ（免疫・精神・小児疾患の検査と治
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療） 

診断治療Ⅳ（感覚器・神経・筋肉の疾患・生殖器

疾患の検査と治療） 

看護と病態生理 

療養生活看護学実習Ⅱ（慢性） 人間発達看護学実習 

基盤看護学実習Ⅱ（看護過程の展開） 

療養生活看護学概論 

療養生活看護論Ⅲ（慢性期支援） 

療養生活看護論Ⅳ（慢性期：看護過程・支援技

術） 

診断治療Ⅰ（主要な疾患の検査と治療） 

診断治療Ⅱ（内分泌・血液・運動機能疾患の検査

と治療） 

診断治療Ⅲ（免疫・精神・小児疾患の検査と治

療） 

診断治療Ⅳ（感覚器・神経・筋肉の疾患・生殖器

疾患の検査と治療） 

看護と病態生理 

健康生活看護学実習Ⅰ（高齢者の健康） 人間発達看護学実習 

基盤看護学実習Ⅱ（看護過程の展開） 

健康生活看護学概論Ⅰ（基本的概念） 

健康生活看護学概論Ⅱ（集団・予防） 

健康生活看護学概論Ⅲ（地域社会における多様な

看護の場） 

健康生活看護論Ⅰ（高齢者援助） 

健康生活看護論Ⅱ（高齢者看護過程・技術） 

診断治療Ⅰ（主要な疾患の検査と治療） 

診断治療Ⅱ（内分泌・血液・運動機能疾患の検査

と治療） 

診断治療Ⅲ（免疫・精神・小児疾患の検査と治

療） 

診断治療Ⅳ（感覚器・神経・筋肉の疾患・生殖器

疾患の検査と治療） 

看護と病態生理 

生涯発達看護学実習Ⅰ（子どもと家族の看

護） 

人間発達看護学実習 

基盤看護学実習Ⅱ（看護過程の展開） 

生涯発達看護学概論 

生涯発達看護論Ⅰ（子どもと家族の健康課題） 

生涯発達看護論Ⅱ（子どもと家族への援助技術） 

診断治療Ⅰ（主要な疾患の検査と治療） 

診断治療Ⅱ（内分泌・血液・運動機能疾患の検査

と治療） 

診断治療Ⅲ（免疫・精神・小児疾患の検査と治

療） 

診断治療Ⅳ（感覚器・神経・筋肉の疾患・生殖器

疾患の検査と治療） 

看護と病態生理 

健康生活看護学実習Ⅱ（心の健康） 人間発達看護学実習 

基盤看護学実習Ⅱ（看護過程の展開） 



9/17 

健康生活看護学概論Ⅰ（基本的概念） 

健康生活看護学概論Ⅱ（集団・予防） 

健康生活看護学概論Ⅲ（地域社会における多様な

看護の場） 

健康生活看護論Ⅲ（精神看護展開の基礎） 

健康生活看護論Ⅳ（精神看護の支援技術） 

診断治療Ⅰ（主要な疾患の検査と治療） 

診断治療Ⅱ（内分泌・血液・運動機能疾患の検査

と治療） 

診断治療Ⅲ（免疫・精神・小児疾患の検査と治

療） 

診断治療Ⅳ（感覚器・神経・筋肉の疾患・生殖器

疾患の検査と治療） 

看護と病態生理 

生涯発達看護学実習Ⅱ（周産期の看護） 人間発達看護学実習 

基盤看護学実習Ⅱ（看護過程の展開） 

生涯発達看護学概論 

生涯発達看護論Ⅲ（周産期の母子の健康） 

生涯発達看護論Ⅳ（周産期の援助技術） 

診断治療Ⅰ（主要な疾患の検査と治療） 

診断治療Ⅱ（内分泌・血液・運動機能疾患の検査

と治療） 

診断治療Ⅲ（免疫・精神・小児疾患の検査と治

療） 

診断治療Ⅳ（感覚器・神経・筋肉の疾患・生殖器

疾患の検査と治療） 

看護と病態生理 

健康生活看護学実習Ⅲ（地域在宅生活の健

康） 

人間発達看護学実習 

基盤看護学実習Ⅱ（看護過程の展開） 

健康生活看護学概論Ⅰ（基本的概念） 

健康生活看護学概論Ⅱ（集団・予防） 

健康生活看護学概論Ⅲ（地域社会における多様な

看護の場） 

健康生活看護論Ⅴ（地域保健活動） 

健康生活看護論Ⅵ（在宅療養支援） 

健康生活看護論Ⅶ（訪問看護過程・地域看護技

術） 

疫学・保健統計 

診断治療Ⅰ（主要な疾患の検査と治療） 

診断治療Ⅱ（内分泌・血液・運動機能疾患の検査

と治療） 

診断治療Ⅲ（免疫・精神・小児疾患の検査と治

療） 

診断治療Ⅳ（感覚器・神経・筋肉の疾患・生殖器

疾患の検査と治療） 

看護と病態生理 

看護実践統合実習 療養生活看護学実習Ⅰ（急性） 

療養生活看護学実習Ⅱ（慢性） 

生涯発達看護学実習Ⅰ（子どもと家族の看護） 
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生涯発達看護学実習Ⅱ（周産期の看護） 

健康生活看護学実習Ⅰ（高齢者の健康） 

健康生活看護学実習Ⅱ（心の健康） 

健康生活看護学実習Ⅲ（地域在宅生活の健康） 

(７) 文学部の履修条件のある科目については次の表のとおりとする。 

履修条件がある科目 修得が必要な科目 

多文化社会と教育 

教育と人生 

教育哲学 

(８) 共通科目の履修条件のある科目については次の表のとおりとする。 

履修条件がある科目 修得が必要な科目 

ボランティア実習Ⅰ 

ボランティア実習Ⅱ 

ボランティア入門（同時履修可） 

（主専攻） 

第15条 学則第17条により卒業が認定された者は、学位規則に定める専攻分野を主専攻とし、本学の

成績証明書および卒業証明書に記載する。 

２ 文学部生がメジャー修了または専修に所属し、卒業が認定された場合は、前項に加えメジャー名

または専修名を主専攻に付記する。 

（副専攻制度） 

第16条 副専攻については、２年次春学期以降の履修登録時に通算ＧＰＡ2.7以上の学生が申請でき

る。 

２ 副専攻は、以下の通りとする。 

(１) 経済学 

(２) 経営学 

(３) 法学 

(４) 教育学 

(５) 理工学 

(６) Ｐｈｉｌｏｓｏｐｈｙ・Ａｎｔｈｒｏｐｏｌｏｇｙ・Ｐｅａｃｅ Ｓｔｕｄｉｅｓ：Ｓｏｋ

ａ ＡＫＡＤＥＭＩＡ 

(７) 英語文化 

(８) 国際日本学 

(９) 中国・アジア文化 

(10) ロシア・ヨーロッパ文化 

(11) 哲学・思想文化 

(12) 歴史・社会文化 

(13) 言語文化 

(14) 表現文化 

(15) 社会学・人類学 

(16) 多文化共生・平和創造 

(17) Ｅｎｇｌｉｓｈ Ｍｅｄｉｕｍ Ｐｒｏｇｒａｍ 

(18) データサイエンス 

(19) ＳＤＧｓ 

３ 副専攻は、各学部等が指定した科目群から24単位以上修得し、かつ卒業時の通算ＧＰＡ2.7以上の

時認定する。副専攻が認定された場合は、本学の成績証明書および卒業証明書に副専攻名を記載す

る。 

４ 前項に定める各学部等が指定する科目群一覧は、別途履修要項等に記載する。 

（文学部人間学科メジャー及び専修） 

第17条 文学部人間学科にメジャー及び専修を置く。メジャー及び専修の修了は、メジャー及び専修

指定科目の内以下の単位の修得を要件とする。 

(１) 第１メジャーは、イントロダクトリー科目の選択科目２単位、ベーシック科目の選択科目10
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単位、アドヴァンスト科目の選択必修科目12単位、選択科目12単位の計24単位の合計36単位。な

お、アドヴァンスト科目の選択必修科目の内、演習ⅠからⅣ及び卒業研究Ⅰ・Ⅱについては、選

択したメジャーに所属する教員の担当する科目を修得すること。 

(２) 第２メジャーは、イントロダクトリー科目の選択科目２単位、ベーシック科目の選択科目10

単位、アドヴァンスト科目の選択科目12単位及びベーシック・アドバンストいずれかの選択科目

から12単位の合計36単位を修得し、かつ卒業時の通算ＧＰＡ2.7以上であること。 

(３) 各メジャー及び専修修了に必要な科目一覧は、別途履修要項等に記載する。 

２ 開設するメジャーは、以下のとおりとする。 

(１) Ｐｈｉｌｏｓｏｐｈｙ・Ａｎｔｈｒｏｐｏｌｏｇｙ・Ｐｅａｃｅ Ｓｔｕｄｉｅｓ：Ｓｏｋ

ａ ＡＫＡＤＥＭＩＡ 

(２) 英語文化 

(３) 国際日本学 

(４) 中国・アジア文化 

(５) ロシア・ヨーロッパ文化 

(６) 哲学・思想文化 

(７) 歴史・社会文化 

(８) 言語文化 

(９) 表現文化 

(10) 社会学・人類学 

(11) 多文化共生・平和創造 

３ 開設する専修は、以下のとおりとする。 

(１) 社会福祉専修 

（法学部法律学科グローバル・ロイヤーズ・プログラム） 

第18条 法学部法律学科における「グローバル・ロイヤーズ・プログラム」（以下、ＧＬＰという。）

は、本学大学院法務研究科と法学部の連携プログラムとして位置づけ、以下の要件を満たした場合

にその修了を認定する。 

(１) ＧＬＰ指定科目の必修科目60単位、選択必修科目20単位以上の合計80単位以上修得 

(２) 卒業時の通算ＧＰＡが2.7以上 

２ ＧＬＰ指定科目については、別途履修要項等に記載する。 

附 則 

この規程は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年４月１日） 

この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月28日） 

この規程は、平成21年４月１日から施行する。ただし、第10条については平成20年９月１日から適

用する。 

附 則（平成22年３月27日規程第47号） 

この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年１月22日規程第９号） 

この規程は、平成23年２月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月24日規程第26号） 

この規程は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月29日規程第38号） 

この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日規程第49号） 

この規程は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年１月25日規程第33号） 

１ この規定は、平成26年４月１日から施行する。 

２ 平成25年度以前に入学した学生は、なお従前の例による。 

附 則（平成27年１月31日規程第36号） 
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１ この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

２ 平成26年度以前に入学した学生は、なお従前の例による。 

附 則（平成27年３月20日規程第89号） 

１ この規程は、平成27年４月１日から施行する。 

２ 平成26年度以前に入学した学生は、なお従前の例による。 

附 則（平成28年１月23日規程第26号） 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月25日規程第28号） 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年２月17日規程第74号） 

１ この規程は、平成30年４月１日から施行する。 

２ 平成29年度以前に入学した学生は、なお従前の例による。 

附 則（平成31年３月22日規程第51号） 

１ この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

２ 平成30年度以前入学生については、なお従前の例による。 

３ この規程の施行の際、成績評価に関する取扱内規（昭和63年３月23日内規第35号）は、廃止する。 

附 則（令和２年３月26日規程第74号） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、第18条第１項第１号及び別表第４については2019年度入学生まで遡及して

適用し、2018年度以前生への適用については、本規程にかかわらず、なお従前の例による。 

３ この規程の施行の際、2019年度以前に入学した学生に係る第14条、第17条の適用については、本

規程にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（令和２年８月４日規程第９号） 

１ この規程は、令和２年９月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、第７条第７項第５号及び第６号については、令和２年度春学期より適用す

るものとする。 

附 則（令和３年３月26日規程第45号） 

１ この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、第14条第１項第３号については、2020年度生まで遡及して適用する。 

附 則（令和３年３月26日規程第101号） 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、2021年度以前に入学した学生に係る第14条第１項第６号、別表第２及び別

表第３の適用については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月25日規程第40号） 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、2021年度以前に入学した学生に係る別表第２及び別表第３の適用について

は、なお従前の例による。 

附 則（令和５年３月24日規程第30号） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、2022年度以前に入学した学生に係る第11条、第14条、第17条、別表第１、

別表第２及び別表第３の適用については、なお従前の例による。 

３ この規程の施行の際、前項にかかわらず、第14条のうち、2018年度～2022年度入学生の教育学部

の教育学概論Ⅰ・Ⅱ及び心理学概論Ⅰ・Ⅱ、並びに児童教育学科の初等教育原理Ⅰ・Ⅱ及び心理学

概論Ⅰ・Ⅱについては、同時履修を可とする。 

４ この規程の施行の際、第13条第５項の適用については、2022年度まで遡及して適用する。 

附 則（令和６年１月26日規程第79号） 

１ この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、第12条第４項但し書き及び同条第５項の適用については、2023年４月１日

まで遡及して適用する。 

附 則（令和６年３月28日規程第101号） 



13/17 

１ この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、第14条第１項第３号の「学校体験活動Ⅰ～Ⅳ（中）」及び第４号の「学校

体験活動Ⅰ～Ⅳ（幼・小）」の要件の適用については、2021年度入学生から2023年度生までは「学

校インターシップⅠ～Ⅳ」と科目を読み替えて適用する。 

３ この規程の施行の際、第14条第５号の適用については、2023年度に入学した学生まで遡及して適

用する。 

４ この規程の施行の際、2015年度から2022年度までに入学した学生の第14条第５号の履修条件のあ

る科目の表については、次のとおりとする。 

学科 履修条件がある科目 修得が必要な科目 

情報システム工 演習Ⅱ 演習Ⅰ（同時履修可） 

ケーススタディⅡ ケーススタディⅠ 

卒業研究Ⅱ 卒業研究Ⅰ 

共生創造理工 演習Ⅱ 演習Ⅰ（同時履修可） 

ケーススタディⅡ ケーススタディⅠ 

卒業研究Ⅱ 卒業研究Ⅰ 

附 則（令和７年１月23日規程第 号） 

１ この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際、第14条第1項第3号及び第4号については、2018年度入学生まで遡及して適用

する。 

 

別表第１（第５条、第９条、第13条関係） 

学部 学科 

履修上

限単位

数 

成績優秀者にな

るための基準 

成績優秀者の履

修制限緩和 
早期卒業するための基準等 

※学期

毎の上

限単位

数 

学期毎

の修得

下限単

位数 

直前セ

メスタ

ーのＧ

ＰＡ数

値 

追加単

位数 

上級年

次履修 

早期卒業

制度の 

有（○） 

無（×） 

卒業判

定通算

ＧＰＡ

数値基

準 

４セメスター終

了時点の条件 

通算Ｇ

ＰＡ数

値基準 

最低修

得単位

数 

経済 経済 20単位 16単位 3.5 ４単位 可 ○ 3.7 3.7 84 

法 法律 20単位 16単位 3.5 ４単位 可 ○ 3.9 3.9 86 

文 人間 24単位 16単位 3.5 ４単位 可 × － － － 

経営 経営 20単位 16単位 3.5 ４単位 可 ○ 3.7 3.7 84 

教育 教育 20単位    可 × － － － 

児童教

育 

20単位    可 × － － － 

理工 情報シ

ステム

工 

24単位 16単位 3.3 ４単位 可 × － － － 

共生創

造理工 

24単位 16単位 3.3 ４単位 可 × － － － 

看護 看護 25単位 － － － － × － － － 

国際

教養 

国際教

養 

20単位 16単位 3.5 ４単位 可 ○ 3.7 3.7 80 

成績による履修制限緩和措置 

学部 学科 
学期毎の上限

単位数 

学期毎の修得

下限単位数 

直前セメスタ

ーのＧＰＡ数

値 

追加単位数 上級年次履修 
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教育 教育 20単位 16単位 2.7 ５単位 不可 

児童教育 20単位 16単位 2.7 ５単位 不可 

履修制限除外科目一覧 

学部・学科等 除外科目 

共通科目 インターンシップⅠ、インターンシップⅡ、インターンシップⅢ、イン

ターンシップⅣ、国際ボランティア実習、ボランティア実習Ⅰ、ボラン

ティア実習Ⅱ、ＧＣＰチュートリアルⅠ、ＧＣＰチュートリアルⅡ、Ｇ

ＣＰチュートリアルⅢ、ＧＣＰチュートリアルⅣ、プログラムゼミⅠ、

プログラムゼミⅡ、プログラムゼミⅢ、プログラムゼミⅣ、ＥＡＰ ｆ

ｏｒ Ｇｌｏｂａｌ Ｃｉｔｉｚｅｎｓｈｉｐ Ｉ、ＥＡＰ ｆｏｒ 

Ｇｌｏｂａｌ Ｃｉｔｉｚｅｎｓｈｉｐ Ⅱ、ＥＡＰ ｆｏｒ Ｇｌｏ

ｂａｌ Ｃｉｔｉｚｅｎｓｈｉｐ Ⅲ、ＥＡＰ ｆｏｒ Ｇｌｏｂａｌ 

Ｃｉｔｉｚｅｎｓｈｉｐ Ⅳ、Ａｃａｄｅｍｉｃ Ｆｏｕｎｄａｔｉｏ

ｎｓ ｆｏｒ Ｇｌｏｂａｌ Ｃｉｔｉｚｅｎｓｈｉｐ Ｉ、Ａｃａｄ

ｅｍｉｃ Ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎｓ ｆｏｒ Ｇｌｏｂａｌ Ｃｉｔｉ

ｚｅｎｓｈｉｐⅡ、Ａｃａｄｅｍｉｃ Ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎｓ ｆｏ

ｒ Ｇｌｏｂａｌ ＣｉｔｉｚｅｎｓｈｉｐⅢ、Ａｃａｄｅｍｉｃ Ｆ

ｏｕｎｄａｔｉｏｎｓ ｆｏｒ Ｇｌｏｂａｌ Ｃｉｔｉｚｅｎｓｈｉ

ｐ Ⅳ、社会システム・ソリューションⅠ、社会システム・ソリューシ

ョンⅡ、Ｅｎｇｌｉｓｈ Ｓｕｍｍｅｒ Ｉｎｔｅｎｓｉｖｅ、ＴＯＥ

ＦＬ ｉＢＴ Ｓｕｍｍｅｒ Ｉｎｔｅｎｓｉｖｅ、ＩＥＬＴＳ Ｓｕ

ｍｍｅｒ Ｉｎｔｅｎｓｉｖｅ、Ｅｎｇｌｉｓｈ Ｗｉｎｔｅｒ Ｉｎ

ｔｅｎｓｉｖｅ、ＴＯＥＦＬ ｉＢＴ Ｗｉｎｔｅｒ Ｉｎｔｅｎｓｉ

ｖｅ、ＩＥＬＴＳ Ｗｉｎｔｅｒ Ｉｎｔｅｎｓｉｖｅ、海外研修・実

習科目群科目 

経済 経済 オナーズ・セミナーⅠ、オナーズ・セミナーⅡ、オナーズ・セミナー

Ⅲ、Ｆｏｒｅｉｇｎ Ｓｔｕｄｉｅｓ、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ 

Ｉｎｔｅｒｎｓｈｉｐ Ａ、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｉｎｔｅｒ

ｎｓｈｉｐ Ｂ 

法 法律 Ａｃａｄｅｍｉｃ Ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎｓ Ｔｕｔｏｒｉａｌ Ⅰ、

Ａｃａｄｅｍｉｃ Ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎｓ Ｔｕｔｏｒｉａｌ Ⅱ、

地球平和共生インターンシップＡ、公共政策インターンシップＡ、まち

づくり八王子フィールドワーク、人間の安全保障フィールドワーク、地

球平和共生フィールドワーク、Ｐｅａｃｅ・Ｈｕｍａｎ Ｒｉｇｈｔｓ 

＆ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ Ｉｎｔｅｒｎｓｈｉｐ Ａ、Ｐｅ

ａｃｅ・Ｈｕｍａｎ Ｒｉｇｈｔｓ ＆ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔ

ｙ Ｉｎｔｅｒｎｓｈｉｐ Ｂ、地球平和共生インターンシップＢ、公

共政策インターンシップＢ、地球平和共生ボランティアＡ、地球平和共

生ボランティアＢ、アジア公共経営スタディツアー、ビジネス法務イン

ターンシップＡ、ビジネス法務インターンシップＢ、公共政策ボランテ

ィア、ＧＬＰチュートリアルⅠ、ＧＬＰチュートリアルⅡ、ＧＬＰチュ

ートリアルⅢ、ＧＬＰチュートリアルⅣ、ＧＬＰチュートリアルⅤ、Ｇ

ＬＰチュートリアルⅥ、ＧＬＰチュートリアルⅦ、ＧＬＰチュートリア

ルⅧ、ＧＬＰインターンシップＡ、ＧＬＰインターンシップＢ、ＧＬＰ 

Ｅｎｇｌｉｓｈ Ａ、ＧＬＰ Ｅｎｇｌｉｓｈ Ｂ 

文 人間 学部インターンシップＡ・学部インターンシップＢ 

経営 経営 サービス・ラーニングＡ、サービス・ラーニングＢ、サービス・ラーニ

ングＣ、サービス・ラーニングＤ、Ｇｌｏｂａｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ 

Ｉｎｔｅｒｎｓｈｉｐ Ａ、Ｇｌｏｂａｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｉｎｔ
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ｅｒｎｓｈｉｐ Ｂ、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ 

Ｓｔｕｄｉｅｓ Ⅰ、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ 

Ｓｔｕｄｉｅｓ Ⅱ、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ 

Ｓｔｕｄｉｅｓ Ⅲ、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ 

Ｓｔｕｄｉｅｓ Ⅳ、Ｇｌｏｂａｌ Ｐｒｏｇｒａｍ Ｍｉｓｓｉｏｎ

Ⅰ、Ｇｌｏｂａｌ Ｐｒｏｇｒａｍ ＭｉｓｓｉｏｎⅡ 

教育 教育 海外教育事情、海外教育研修 

児童教育 海外教育事情、海外教育研修 

理工 情報システ

ム工 

理工学特別演習 

共生創造理

工 

海洋学実習、特別講義、インターンシップ、理科教職演習Ⅰ、理科教職

演習Ⅱ、理工学特別演習 

看護 看護 国際看護研修 

国際教養 国際教養 Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｆｉｅｌｄｗｏｒｋ Ⅱ 

別表第２（第11条関係） 

学部 学科 

共通科目及び外国語科目 

計 

選択必修  選択 

基礎科

目 

大学科

目 

世界市

民教育

科目 

数理・

データ

サイエ

ンス・

自然科

目 

共通科目の指定科目

群 

第１外

国語 

第２外

国語 
小計 

共通科

目の他

の科目

群 

経済 経済 ４ ４ ４ ２ 人文・社

会・健康科

目 

２ ６ ４ 28 － 28 

キャリア教

育系科目 

２ 

法 法律 ４ ４ ４ ４ － ６ ４ 26 － 26 

経営 経営 ４ ４ ４ ２ 人文・社

会・健康科

目 

２ 10 － 28 － 28 

キャリア教

育系科目 

２ 

教育 教育 ４ ４ ４ ４ 人文科学系

科目または

健康科学系

科目 

２ ６ ４ 28 － 28 

児童

教育 

４ ４ ４ ４ 人文科学系

科目または

健康科学系

科目 

２ ６ ４ 28 － 28 

文 人間 ４ ４ ４ ２ 社会科学系

科目 

２ ６ ４ 26 － 26 

理工 情報

シス

テム 

４ ４ ４ ２ 人文科学系

科目 

２ ６ ４ 28 － 28 

社会科学系

科目 

２ 
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共生

創造

理工 

４ ４ ４ ２ 人文科学系

科目 

２ ６ ４ 30 － 30 

社会科学系

科目 

２ 

キャリア教

育系科目 

２ 

看護 看護 ２ ２ ２ ２ 人文科学系

科目または

社会科学系

科目 

２ ６ － 16 － 16 

国際

教養 

国際

教養 

２ ４ － ２ － 16 ４ 28 － 28 

【共通科目・外国語科目】 

※第１外国語は原則として英語とし、共通科目の言語科目（英語）または学部学科英語科目から修得

しなければならない。ただし、外国人留学生等については、別に定める創価大学外国人留学生等の

履修の特例に関する細則により、英語以外の言語を第１外国語とすることができる。 

※第２外国語は、共通科目の言語科目（外国人留学生等については、言語科目及び日本語・日本文化

科目）から第１外国語として選択した言語以外の１言語で卒業に必要な単位数を修得しなければな

らない。 

※経済学部、経営学部及び文学部は、基礎科目については、「初年次セミナー」２単位、「学術文章

作法Ⅰ・Ⅱ」の内１科目２単位の計４単位を、数理・データサイエンス・自然科目については、「デ

ータサイエンス入門」２単位を修得しなければならない。法学部、教育学部は、基礎科目について

は、「初年次セミナー」２単位、「学術文章作法Ⅰ・Ⅱ」の内１科目２単位の計４単位を、数理・

データサイエンス・自然科目については、「データサイエンス入門」２単位を含む計４単位を修得

しなければならない。理工学部は、基礎科目については、「初年次プロジェクト」２単位、「学術

文章作法Ⅰ・Ⅱ」の内１科目２単位の計４単位を、数理・データサイエンス・自然科目については、

「データサイエンス入門」２単位を修得しなければならない。看護学部は、基礎科目については、

「学術文章作法Ⅰ」２単位を、数理・データサイエンス・自然科目については、「データサイエン

ス入門」２単位を修得しなければならない。国際教養学部は、基礎科目については、「初年次セミ

ナー」２単位を、数理・データサイエンス・自然科目については、「データサイエンス入門」２単

位を修得しなければならない。 

※経済学部、経営学部は、人文・社会・健康科目から２単位、キャリア教育系科目から２単位の計４

単位を、教育学部は、人文科学系科目または健康科学系科目から２単位を、文学部は、社会科学系

科目から２単位を、理工学部情報システム工学科は人文科学系科目から２単位、社会科学系科目か

ら２単位の計４単位を、理工学部共生創造理工学科は人文科学系科目から２単位、社会科学系科目

から２単位、キャリア教育系科目から２単位の計６単位を、看護学部は人文科学系科目または社会

科学系科目から２単位を修得しなければならない。 

別表第３（第11条関係）【専門科目・自由選択科目】 

学

部 
学科 

専門科目 自由選

択 
計 総計 

必修 選択必修 選択 小計 

経

済 

経済 － 28 38 66 30 96 124 

法 法律 － 演習等科目 ８ 50 68 30 98 124 

基本科目 10 

文 人間 － イントロダ

クトリー科

目 

２ イントロダ

クトリー科

目 

４ 62 36 98 124 

ベーシック

科目 

２ ベーシック

科目 

26 
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アドヴァン

スト科目 

12 アドヴァン

スト科目 

16 

経

営 

経営 ８ Ａ群 18 36 78 18 96 124 

Ｂ群 16 

教

育 

教育 14 18 46 78 18 96 124 

児童教育 14 14 50 78 18 96 124 

理

工 

情報シス

テム工 

14 ８ 48 70 26 98 124 

共生創造

理工 

27 Ａ群 ４ 36 71 23 94 124 

Ｂ群 ４ 

看

護 

看護 103 － － 103 ６ 109 125 

国

際

教

養 

国際教養 34 Ｑｕａｎｔ

ｉｔａｔｉ

ｖｅ ＆ 

Ｑｕａｌｉ

ｔａｔｉｖ

ｅ Ａｎａ

ｌｙｓｉｓ

科目 

４ － 78 18 96 124 

Ｌｅｖｅｌ 

100－200科

目 

16 

Ｌｅｖｅｌ 

200 

４ 

Ｌｅｖｅｌ 

300－400科

目 

20 

 


